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◎議案補充説明
（１）議案第５号「令和８年度三重県一般会計予算」（関係分）

１　全体の予算状況 （単位：千円、％）

令和７年度 令和８年度

当初予算額 当初予算額 増　減 増減率

(A) (B) (B)-(A) (B)-(A)/(A)

（内訳） 企画費 1,405 1,402 △ 3 △ 0.2

防災費 4,505,029 3,740,758 △ 764,271 △ 17.0

２　主な増減状況 （単位：千円）

令和７年度 令和８年度

当初予算額 当初予算額

(A) (B)

0 595,846 595,846
被災者生活再建支援
基金の残高減少に伴
う追加拠出の増

582,403 700,547 118,144
代替へリベースの燃
料備蓄庫の整備等に
伴う増

334,313 401,489 67,176

避難所環境改善事業
の増額に伴う「いの
ちを守る防災・減災
総合補助金」の増

1,393,305 0 △ 1,393,305
衛星系防災行政無線
に係る設備の更新工
事の減

防災行政無線整備事業費

3,742,160

防災ヘリコプター運航管理
費

地域減災対策推進事業費

比　　較

△ 764,274 △ 17.04,506,434

被災者生活再建支援基金出
資金

細　事　業　名 主な増減理由
増減額

(B)-(A)

防災対策部（全体）
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３　債務負担行為 （単位：千円）

令和９年度 5,000

令和８年度
～

令和23年度
697,064

いのちを守る防災・減災総
合補助金

市町による避難所における空調設備
の整備に支援を行うもの

南海トラフ地震対策推進体
制強化事業業務委託に係る
契約

南海トラフ地震対策に特化した計画
作成調査業務を委託するもの

事　項 限度額期　間 概　　要
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防災対策部 
 

 

令和８年度当初予算のポイント・主要事業 

 

 

１ 予算調製にあたっての基本的な考え方 

南海トラフ地震の切迫性が高まる中、甚大な被害が想定されている本県においては、

南海トラフ地震対策のさらなる強化と加速化が必要です。 

令和８年度は新たな南海トラフ地震の被害想定をふまえ、南海トラフ地震対策に特化

した「三重県南海トラフ地震対策推進条例（仮称）」の制定や関連する計画等の作成を進

めるとともに、能登半島地震の被災地支援活動での気づきをふまえてとりまとめた「南

海トラフ地震対策の強化に向けた取組方針」に基づき市町や関係機関と連携し具体的な

取組を展開していきます。 

また、近年、全国で豪雨災害が激甚化、頻発化しており、本県においても昨年９月に

四日市市にて記録的な豪雨による被害が発生するなど、風水害への対策についても着実

に取り組んでいきます。 

防災対策部では、このような考え方のもと、次の４項目について重点的に取り組みま

す。 

  

（１）南海トラフ地震対策の強化 

南海トラフ地震対策に特化した「三重県南海トラフ地震対策推進条例（仮称）」の制

定や、対策を着実に推進するための行動計画の策定に取り組むとともに、国や他都道府

県等からの支援を円滑に受け入れるための「三重県広域受援計画」を改定します。また、

新たな南海トラフ地震被害想定の周知を通じて防災対策の重要性を啓発します。 

 

（２）市町への支援の強化 

「いのちを守る防災・減災総合補助金」による財政支援の強化を通じて、特にスフィ

ア基準をふまえた避難所の環境改善や、新たな南海トラフ地震被害想定をふまえた対応

といった市町の防災・減災対策を促進します。 

 

 （３）災害即応力の強化 

円滑かつ迅速に被災地支援ができるよう、広域防災拠点の施設改良や、代替のヘリコ

プター基地の施設整備を行うとともに、県・市町の災害対応力向上のために、実践的な

訓練の実施や市町の図上訓練の支援等に取り組みます。 

 

（４）被災者支援の充実 

新たな南海トラフ地震被害想定に基づく必要な備蓄資機材の調達等に取り組むととも

に、災害関連死の発生を防ぐためにも、避難所の環境改善に加え、市町の区域を越えた

避難体制の構築等に向けた広域避難計画の策定等に取り組みます。 
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２ 主な重点項目 

（１）南海トラフ地震対策の強化 

①（一部新）地震対策推進事業             予算額 ５２，６０４千円 

 [災害対策推進課（224-2189）、南海トラフ地震対策ＰＴ（224-2282）] 

南海トラフ地震対策の強化に向けて、南海トラフ地震対策に特化した「三重県南海

トラフ地震対策推進条例（仮称）」の制定に取り組むとともに、南海トラフ地震対策

に特化した計画の作成を進めます。あわせて、三重県広域受援計画を改定するととも

に、三重県復興指針の見直しに着手します。また、津波に対する住民の危機意識を高

め、津波からの避難対策をさらに強化するため、関係市町と連携しながら津波災害警

戒区域を指定します。 

 

②（一部新）「みえ防災・減災センター」事業       予算額 ２５，０７５千円 

[地域防災推進課（224-2184）] 

「みえ防災・減災センター」において災害対応のマネジメント技術を身に付けた県・

市町職員を育成します。また、地域で活躍する防災人材を育成するため、「みえ防災

コーディネーター」や「みえ学生防災啓発サポーター」の養成を行うとともに、地域

で行う防災活動を支援します。さらに、新たな南海トラフ地震被害想定など災害への

理解を深めるため、県内首長を対象としたトップセミナーや県民の皆さんを対象とし

たシンポジウムを開催します。 

 

（２）市町への支援の強化 

①地域減災対策推進事業                予算額 ４０１，４８９千円 

[地域防災推進課（224-2185）] 

避難所の環境改善や孤立地域対策、新たな南海トラフ地震被害想定をふまえた対応

など、市町の防災・減災対策を促進するため、「いのちを守る防災・減災総合補助金」

により支援します。特に、避難所の環境改善については、スフィア基準への対応を推

進するための支援を強化します。さらに、市町が実施する津波避難施設等の整備や停

電時でも稼働可能な避難所空調設備の整備、耐震シェルター設置助成制度の取組を支

援します。 

 

（３）災害即応力の強化 

①（一部新）広域防災拠点維持管理費          予算額 ４６，８７０千円 

[消防・保安課（224-2108）、災害対策推進課（224-2189）] 

航空機燃料が備蓄されている広域防災拠点（紀南）が、ヘリコプターによる空路か

らの支援など必要な機能を果たせるよう、現地施設の調査を行います。また、物資の

集配拠点である広域防災拠点（伊賀）において、円滑な物資輸送ができるよう進入路

等の改良を行います。 

 

②（一部新）防災ヘリコプター運航管理費        予算額 ７００，５４７千円 

[消防・保安課（224-2108）] 

防災ヘリコプターを救急救助活動、災害応急活動等に活用し、消防防災体制の強化

を図ります。また、南海トラフ地震等により現行ヘリポートが利用できなくなる事態

に備え、他府県等による空路からの支援を円滑に受けられる体制を構築するため、代

替ヘリベース（基地）として想定している「三重交通Ｇ スポーツの杜 鈴鹿」に、

航空機燃料の貯蔵庫と給油設備を設置します。 
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③災害即応力強化推進事業                予算額 ６０，９７７千円 

[災害即応・連携課（224-2186）] 

新たな南海トラフ地震被害想定をふまえ、孤立地域や複合災害を想定し、自衛隊・

海上保安庁等の防災関係機関との連携や、相互応援協定を締結した新潟県や即時応援

県である福井県からの円滑な受援、市町への緊急派遣チームの派遣など、実践的な訓

練を引き続き実施し、県の災害対応力向上を図ります。また、県内市町の災害対応力

を向上するため、市町が実施する図上訓練の支援を行います。さらに、半島防災の取

組をより一層強化していくため、平成８年に締結した「紀伊半島三県災害等相互応援

に関する協定」を見直します。 

 

（４）被災者支援の充実 

①（一部新）地域防災力向上支援事業          予算額 ２８，８０１千円 

[地域防災推進課（224-2185）] 

スフィア基準をふまえた避難所の良好な生活環境を実現するため、運営上の課題解

決を図る専門家を派遣するとともに、市町内で避難者を受け入れられない場合を想定

した避難体制等を構築するため、広域避難計画を策定します。また、避難行動要支援

者の個別避難計画や被災者の自立・生活再建を支援する災害ケースマネジメントの取

組を促進するため、庁内関係部局や市町、関係団体による推進体制を構築します。 

 

②避難所等生活環境改善事業                   予算額 ０千円 

（１２０，０００千円 ※Ｒ７年度２月補正予算含みベース） 

 [災害対策推進課（224-2189）] 

避難所環境改善に必要な資機材の保管スペースが不足しているため、各広域防災拠

点に備蓄スペースを確保するための防災倉庫を整備するとともに、発災時における国

からのプッシュ型支援物資の円滑な受け入れと荷捌きを可能とするための屋外用大型

テント、及び避難生活における暑さ・寒さ対策のための移動式スポットエアコンを購

入する。 

 

③避難行動促進事業                  予算額 １５，５１０千円 

[地域防災推進課（224-2184）] 

県民の皆さんの適切な避難行動を促進するため、防災アプリ「みえ防災ナビ」によ

る情報発信を行うとともに、アプリの普及に向けて、県民の皆さんや県内を訪れる観

光客に向けてＳＮＳ広告等を実施します。 

 

④防災情報プラットフォーム事業           予算額 １６５，４４９千円 

[災害対策推進課（224-2157）] 

防災情報プラットフォームの更新を行い、国から新たに提供される災害情報を取込

む機能や、多言語化した津波警報を緊急速報メールで配信する機能等を新たに実装す

ることで、プラットフォームの機能を強化します。 
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３ その他の主要事業 

政策名、施策名及び事業の内容 
担当課・ 

電話番号 

  

<<政策名：防災・減災、県土の強靭化>> 
 

〈施策名：(1-1)災害対応力の充実・強化〉 
 

１ 災害対策管理費                  １９，７１８千円 

【(1-1-1) 県の災害即応体制の充実・強化】 

（第２款 総務費 第８項 防災費 １ 防災総務費） 

南海トラフ地震等の大規模災害に備えるため、発災初期において必要

な物資の備蓄・調達体制の充実に向け取り組みます。また、新たな南海

トラフ地震被害想定とスフィア基準の考え方をふまえ、「三重県備蓄・

調達基本方針」を見直します。 

 

２ 消防行政指導事業                 ２１，５８４千円 

【(1-1-3) 消防・保安体制の充実・強化に向けた支援】 

（第２款 総務費 第８項 防災費 ２ 消防指導費） 

消防団員の入団促進・退団抑制、企業等に向けた消防団活動の理解・

協力の促進、及び女性消防団員への活動環境の改善等を目的として、市

町が行う取組をモデル事業として実施します。また、大規模災害時の消

防団の対応力の向上のため、引き続き、消防団員のスキルアップの支援

や消防団のＤＸの推進に取り組みます。さらに、市町による消防の広域

化及び連携・協力に向けた取組を促進します。 

 

３ 消防職団員教育訓練費               １１，７３０千円 

【(1-1-3) 消防・保安体制の充実・強化に向けた支援】 

（第２款 総務費 第８項 防災費 ２ 消防指導費） 

消防学校において、基本的・専門的な教育訓練に加え、ガレキ救助や

土砂災害の訓練施設を活用し、大規模災害を想定したさまざまな実践的

訓練を実施することで、安全・確実・迅速に消火・救助・救急活動がで

きる消防職団員を育成します。 

 

４ 高圧ガス指導事業                 ２２，１９２千円 

【(1-1-3) 消防・保安体制の充実・強化に向けた支援】 

（第２款 総務費 第８項 防災費 ３ 銃砲火薬ガス等取締費） 

南海トラフ地震の発生に備えるため、石油コンビナート防災アセスメ

ント調査の結果をふまえ、三重県石油コンビナート等防災計画の見直し

を行います。また、事業者の自主保安を促進し、高圧ガスによる事故発

生を未然に防止するため、高圧ガス事業所等の保安管理に関する指導を

徹底するとともに、許認可申請に対する審査及び保安検査や立入検査の

実施、自主保安の推進を目的としたセミナー等を実施します。 

 
５ 国民保護対策費                   ３，５５８千円 

【(1-1-5) 国民保護の推進】 

（第２款 総務費 第８項 防災費 １ 防災総務費） 

有事への対応をより迅速かつ的確に行うことができるよう、国、市町、

関係機関と連携し、有事の際の対処能力向上を目的とした国民保護図上

訓練を実施します。また、有事の際に県民が適切な避難行動をとれるよ

う、住民避難訓練を実施するとともに、県民の命を守るため、緊急一時

避難施設の指定を進めます。 

 

 
 

 
 

災害対策推進課 

 （224-2189） 

 

 

 

 

 

 

消防・保安課 

 （224-2108） 

 
 

 

 

 

 

 

 

消防・保安課 

 （224-2108） 

 

 

 

 

 

 

消防・保安課 

 （224-2183） 

 

 

 

 

 

 

 

 

危機管理課 

 （224-2734） 
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政策名、施策名及び事業の内容 
担当課・ 

電話番号 

  

〈施策名：(1-2)地域防災力の向上〉 
 

１ （新）三重県誕生１５０周年記念防災フェス事業   １２，６８３千円 

【(1-2-1) 災害に強い地域づくり】 

（第２款 総務費 第８項 防災費 １ 防災総務費） 

人口減少と高齢化の進展により、地域の防災力の低下が懸念されてい

ることから、三重県誕生150周年の機会を捉え、関係機関と連携した実

演や展示を通じた防災フェスを開催することにより、次代を担う子ど

も・若者の防災意識向上を図ります。 

 

２ （新）被災者生活再建支援基金出資金       ５９５，８４６千円 

【(1-2-2)災害から命を守る適切な避難の促進】 

（第２款 総務費 第８項 防災費 １ 防災総務費） 

都道府県が相互扶助の観点から拠出している被災者生活再建支援基

金の残高減少に伴い、三重県負担分を追加拠出します。 

 

<<政策名：医療・介護・健康>> 
 

〈施策名：(2-1) 地域医療提供体制の確保〉 

 
１ 救急救命活動向上事業                ３，５７５千円 

【(2-1-5) 救急医療等の確保】 

（第２款 総務費 第８項 防災費 ２ 消防指導費） 

救命率の向上に向け、メディカルコントロール体制のもとで指導救命

士の養成講習や、救急救命士が行う特定行為を円滑に行うための講習等

を実施します。 

 

 
 

防災対策総務課 

 （224-2181） 

 

 

 

 

 

 

地域防災推進課 

 （224-2184） 

 

 

 

 

 

 

 
 

消防・保安課 

 （224-2108） 
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（２）議案第51号「令和７年度三重県一般会計補正予算（第11号）」（関係分） 

 

１ 補正予算額 

（単位：千円） 

区  分 
補正前の

額 
補正額 

補正後の

予算額 

第２款 総務費 4,597,022 △153,147 4,443,875 

 第２項 企画費 1,405     △62 1,343 

 第８項 防災費 4,595,617 △153,085 4,442,532 

 

 

〔主要項目一覧〕                        （単位：千円） 

事 業 目 
補正前の

額 
補正額 

補正後の

予算額 
補正の概要 

総務費 

防災費 

防災総務費 

  地震対策費 

  地域減災対策推進事業費 

 

 

  防災対策費 

   防災情報プラットフォーム事業費 

 

 

防災行政無線整備事業費 

防災行政無線整備事業費 

    

 

 

防災行政無線等管理費 

防災行政無線等維持管理費 

 

 

災害救助費 

  災害救助事業費 

   災害救助事業費 

 

 

 

 

 

334,313 

 

 

 

236,842 

 

 

 

1,319,532 

 

 

 

 

244,491 

 

 

 

 

70,965 

 

 

 

 

△43,843 

 

 

 

△36,397 

 

 

 

△32,461 

 

 

 

 

△27,211 

 

 

 

 

13,363 

 

 

 

 

290,470 

 

 

 

200,445 

 

 

 

1,287,071 

 

 

 

 

217,280 

 

 

 

 

84,328 

 

 

 

 

津波避難施設整備に

係る市町の事業計画

の変更等に伴う減額 

 

防災情報プラットフ

ォーム構築事業の入

札差金等による減額 

 

防災通信ネットワー

ク（衛星系）整備工事

の所要額の精査によ

る減額 

 

県庁防災行政無線設

備移設工事の入札差

金等による減額 

 

 

災害救助法に基づく

四日市市への負担金

等による増額 
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２ 繰越明許費 

                              （単位：千円） 

事 業 名 金 額 事 由 等 

防災対策費 

災害即応力強化推進事業 

費 

25,080 

災害対策本部空調設備設置工事について、入札

不調に伴う計画変更により、年度内での完了が

見込めないため、繰越を行う。 

地震対策費 

地震対策推進事業費 
126,660 

南海トラフ地震被害想定調査について、国の被

害想定手法の見直し等への対応に伴い、年度内

での完了が見込めないため、繰越を行う。 

地震対策費 

 地域減災対策推進事業費 
98,110 

市町の津波避難施設整備への補助事業につい

て、工事施行に係る地元調整等に不測の日数を

要し、年度内での完了が見込めないため、繰越

を行う。 

防災行政無線等管理費 

 防災行政無線等維持管理 

費 

50,538 

一斉指令システム改修工事について、気象庁か

ら追加で示された電文情報への対応に伴い、年

度内での完了が見込めないため、繰越を行う。 

防災行政無線整備事業費 

 防災行政無線整備事業費 
426,837 

防災通信ネットワーク（衛星系）整備工事につ

いて、衛星回線の管理者から回線設定に関して

新たな対応を求められたことに伴い、年度内で

の完了が見込めないため、繰越を行う。 

高圧ガス費 

 高圧ガス指導事業費 
6,886 

コンビナート防災アセスメント調査について、

長周期地震動データの検証に不測の日数を要

し、年度内での完了が見込めないため、繰越を

行う。 

 

 

３ 債務負担行為 

（変更）                            （単位：千円） 

事項 
補正前 補正後 

期間 限度額 期間 限度額 

避難所空調設備整備促進事

業に係る補助金 

令和７年度 

～ 

令和22年度 

300,959 

令和７年度 

～ 

令和22年度 

351,798 
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（３）議案第68号「防災関係建設事業に対する市町の負担について」 

 

令和７年度において県の行う防災関係建設事業に要する経費に充てるため、地方財政法第27条第1

項の規定により、市町負担金の額を次のとおり定めます。 

 

事 業 名 区 分 市 町 名 負 担 額 

 

三重県防災行政無線整備事業 

 

市 町 

 

津市 

 

四日市市 

 

伊勢市 

 

松阪市 

 

桑名市 

 

鈴鹿市 

 

名張市 

 

尾鷲市 

 

亀山市 

 

鳥羽市 

 

熊野市 

 

いなべ市 

 

志摩市 

 

伊賀市 

 

木曽岬町 

 

東員町 

 

菰野町 

 

朝日町 

 

円 

3,593,169 

 

3,883,067 

 

7,758,005 

 

3,544,190 

 

7,075,091 

 

3,846,898 

 

3,897,389 

 

3,648,060 

 

3,942,347 

 

3,794,293 

 

4,122,824 

 

4,329,172 

 

3,657,163 

 

3,992,908 

 

3,498,476 

 

3,938,495 

 

4,134,258 

 

3,417,048 
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事 業 名 区 分 市 町 名 負 担 額 

   

川越町 

 

多気町 

 

明和町 

 

大台町 

 

玉城町 

 

度会町 

 

大紀町 

 

南伊勢町 

 

紀北町 

 

御浜町 

 

紀宝町 

円 

3,740,150 

 

3,719,535 

 

3,848,420 

 

3,474,870 

 

4,122,048 

 

3,877,091 

 

3,643,106 

 

4,772,773 

 

4,009,920 

 

3,889,681 

 

4,066,689 
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